
2018年 7月　高浜市議会だより6

■問　公共施設総合管理計画
について問う。
■答　大山公民館は、現在、
春日町町内会と保有形態の
見直しについて協議を行っ
ています。

　協議がまとまるまでの間は、（仮称）大山会
館として市による運営を継続し、今年度の下半
期には、大山公民館の定期利用者に対して、施
設の今後の方向性や高浜小学校地域交流施設の
概要等について説明を行う予定でいます。
　次に、高浜北部老人憩の家及び高浜中部老人
憩の家並びに高浜老人ふれあいの家は、平成
26年10月から各いきいきクラブの代表への説
明を始め、定期的に意見交換を行っています。
老人憩の家は、防災上の課題もあり廃止してい
きますが、利用者の皆さんの意向もお聞きし、
丁寧に対応してまいります。
　ものづくり工房あかおにどん及びIT工房くり

っくは、平成26年10月から、皆さんへの説明
を始めました。どちらの施設も現在は、建物を
借りて運営していますので、今年度末までに機
能移転を完了する予定です。
　中央児童センター及び中央児童クラブは、高
浜小学校等整備事業の一環として機能を移転す
ることを説明をしています。
　体育センターは平成31年度中に定期利用者
に対して、施設が平成32年度中に廃止を予定
していることや、平成32年9月にオープンを予
定している高浜小学校サブアリーナの概要等に
ついて、説明を行う予定です。
　春日庵は、文化協会役員に対し、施設の今後
の方向性について説明を行っています。
　次に、高取小学校区の高取農業センターにつ
いては、利用申請の際に平成31年度から平成
32年度までの間で解体する旨説明しています
が、個人的利用者については、今後検討をしま
す。
　個々の施設の統廃合等につきましては、施設
を所管する部局等が中心となって、丁寧な説明
を行ってまいります。

ICT等を活用した
情報発信について

公共施設総合管理計画
の見直しと

推進状況について

■問　第6次総合計画後期計
画が始まり、アクションプ
ランの中で情報発信に関す
る取り組みが掲げられてい
ます。現状と課題は？
■答　広報に加え、ホームペ
ージ、フェイスブック、メ

ールマガジン等の情報発信をしており、対面で
の対話も行っている。ホームページは使いにく
く、フェイスブックは積極的な発信が必要。メ
ルマガも利用者の差が大きく、活用されていな
いものもある。
■問　外国人への情報発信は？
■答　広報は一部ポルトガル語もあり、ホームペ
ージは英、中、韓、ポルトガル語の翻訳機能を
追加している。外国人増加に伴い、さらに対応
が必要であると考えている。
■問　メールマガジンの連携は？
■答　各部署で情報発信をしている。横の連携を
図り、情報発信の一元化等を図っていきたい。

■問　フェイスブックは、双方向のやり取りがで
きる利便性がいかされていないと思うが？
■答　今の現状で市民の方に浸透させ、更なる活
用について対応、検討していきたい。
■問　市民にフェイスブックを浸透させるのにも、
仕掛けづくりが必要なのでは？
■答　市民の方に写真や動画を撮っていただき、
市民記者制度の導入を考えている。
■問　相談や情報提供などの積極的な発信という
形ではないが、LINEやAIの対応する相談など
の特性が有効で、導入しているところもある。
今後、LINEやTwitterなどの導入予定は？
■答　承知はしているが、業務量の増加をしない
ように各媒体を連携していくことが必要で、今
後、検討していきたい。
■問　今後、情報発信をどのように強化していく
のか？
■答　それぞれの特性とターゲットを分析し、ど
のような情報を表現して発信していくのがよい
か明確にし、強化していく。膝を交えた対話を
通じ、情報を拡散する場を創出するなど、情報
発信を媒体ごとに考えていくのではなく、戦略
的に、トータルで情報発信を検討していく。
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防災行政について 教育行政について

■問　地域防災リーダー養成
講座が開講されて4年目に
なりますが、参加人数と講
座修了者の地域での活動は。
■答　3年間で延べ280人が
参加。町内会等の防災リー
ダー、赤十字奉仕団等の女
性の方が参加し、29年度

からは中学生も参加している。
　地域防災リーダーの実践例として市総合防災
訓練で避難所の開設訓練や、感染症対策に関す
る訓練を実施。町内会でも運営スタッフの要と
して、訓練内容の組み立てや啓発活動などで活
躍している。
■問　外国人を対象にした防災訓練の参加人数と
訓練内容は。
■答　3年間で115人が参加。内容は、講義とし
て地震発生時の避難行動、避難所、災害時に覚
えておきたい言葉等の講義。演習として、地震
体験車による揺れの体験、煙体験、消火器の使
い方、助けを求める声の出し方を行っている。

■問　今回、学校教室の「望ましい温度」が
「10度以上30度以下」から、「17度以上28度
以下」へ変更された。更なる学習環境向上のた
め、冬の寒さ対策のための、普通教室へのエア
コン導入に向けての検討は。
■答　今回の改定を受け、小中学校の普通教室の
室温を測定することにした。その結果を受け、
必要な対策を講じていきたい。
■問　高浜小学校が、運動会の開催を9月から5
月に変更した理由は。
■答　旧2学期は学校行事が集中し、行事に追わ
れる状況だった。春に開催することで、効果的
かつ短い期間で取り組むことができるプログラ
ムになった。運動会の練習に割く時間も少なく
なり、授業時間数も確保できる。4校中2校が
32年度から春に開催の方向で検討している。
■問　熱中症対策等のため、時間短縮、午前中開
催の運動会の検討を。
■答　運動会だけではなく、学校行事の見直しを
図らなければならない。その中で、運動会の半
日日程による開催も考えている。

生涯学習施設の
今後について

平和行政について

■問　公民館の原点は1946
年7月に文部省が設置を呼
びかけ、全国に広がったも
の。公民館は、常時住民が
集まって談論し、読書し、
生活上・産業上の指導を受
け、お互いの交友を深める

場所であるとなっている。1947年の教育基本
法を受け、1949年には社会教育法ができて公
民館が詳しく規定され、教育基本法12条にも
社会教育の振興に努めなければならないとなっ
ている。高浜市では、公共施設管理計画で生涯
学習施設を減少していくとされているが、住民
の社会教育等、文化教養を高める環境をどう構
築するのか。また、公民館主事とか社会教育主
事はおられるのか。
■答　生涯学習は人生を豊かにするため、生涯に
わたって継続的に学ぶことを言う。本市では、
学んで得た知識や技能等を個人の中だけに留め
るのではなく、誰かに伝えたり、地域の中で役

立てるなど、子供も大人も学び合い、交流し合
うことで、人づくりや地域をつくる力を高めて
いくことを目指している。また、公民館主事、
社会教育主事を配置する考えはない。
■問　中央公民館は平成18年で延べ約8万2,200
人、平成22年で延べ約6万7,800人が利用され、
廃止後、公民館を利用していけず市外の施設を
利用したりしているが、問題ではないか。
■答　各施設や個人宅等、自分たちの活動にふさ
わしい場所を選んで活動していると理解してい
る。市民の方が、大いに外に出ていくのが定住
自立圏構想の考えでもある。

■問　日本被爆者協議会作成の原爆パネルや
DVDを購入し、公共施設での展示を求める。
また、ヒロシマ・ナガサキの被爆者が訴える核
兵器廃絶の国際署名への賛同と署名を求める。
■答　かわら美術館で、以前から企画展等を通し
て取り組んでいる。本年も平和を祈る朗読会を
開催する予定で、資料の不足は感じておらず、
購入・活用の予定はない。また、署名は政府が
責任を持って取り組む課題で、その考えはない。
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